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SUMMARY 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．研究背景と目的 

近年、公立文化ホールの現存する多くが、竣工後 50 年

以上経過し、更新や大規模改修の時期を迎えている。 

本研究では、既に長期間使用されているホールの存続

の指標について方向性を示すことを目的とする。具体的

には、建築計画的要因、都市的要因、劇場法的要因視点

から分析を行い、それぞれの実態把握を行うことで、活

性化に有効な要因の傾向を示す。 

２.研究方法 

2.1 研究対象 

(1)アンケート調査(2017 年実施) 

「平成28年度全国公立文化施設名簿」参考文献1)をもとに、

全国の公立文化ホール 2371 施設にを対象とした。 

(2)ヒアリング調査(2018 年〜2019 年実施) 

アンケートで回答の得られた施設から活性化している、

かつ、稼働率の高い 18 施設を選定し、2018 年 8 月から

2020 年 12 月にかけてヒアリング調査を行った(表１)。 

表１ ヒアリング調査施設 

(3)都市分析 

 アンケート調査で回答を得た施設を対象とする。施設ご

との特性によって都市的要因の適正値があると想定し調

査をする。本研究ではヒアリング施設の分析を行う。 

 

(4)公立文化ホールにおけるコモンスペース 

 ヒアリング調査において建築計画的要因の「目的に依

存しない一般利用者の居場所」（＝コモンスペース 、以

下 CSとする）が活性化に有効であると言う意見が多く得

られた。また、既往研究参考文献 2)から劇場にある CSの利用

者が公演にも関心を持っている傾向が明らかになってい

る。以上から、公立文化ホールにおける CSの計画が活性

化につながるとして分析を行う。本研究では特定の用途

を持たない多目的な CSを対象とする。 

2.2 研究方法 

(1)アンケート調査 

全国の公立文化ホール 2371 施設に活性化、改修に関す

るアンケート調査を行い 929 施設から回答を得た。 

(2)ヒアリング調査 

アンケート調査で明らかになった「活性化の要因」に

おける確認調査を行なった。 

(3)都市分析 

総務省統計局と独立行政法人統計センターが運用する

「jSTAT MAP」参考文献 3 を用いて各施設のメッシュデータを

取得する。データの出力方法は対象施設を中心に半径

1km,3km,5km に範囲を設定し、範囲内の人口、年齢層、世

帯割合などの統計データを収集する(表 2）。 

表 2  都市分析項目 

(4)公立文化ホールにおけるコモンスペース  

ヒアリング施設におけるコモンスペース (＝以下 CS)を平

面図、ヒアリング時の写真などをもとに建築計画の要素で分

類を行い、類型を得る。家具によって起こる行動や、運営方

法を参考にしヒアリングから得られた運用後の建築計画の不

備に対しての提案を行う。 

 Many of the existing public cultural halls have been built since 1950 and are in the process of being renewed 
or undergoing major renovations. In addition, the number of users is decreasing due to the declining birthrate and 
aging population, the need for barrier-free is increasing, measures are taken to prevent ceiling falls after the Great 
East Japan Earthquake, aging buildings, securing budgets for construction and renovation, etc. There are many 
social problems that we have. Therefore, many halls are forced to close. 
In order to keep the hall alive in the future, there is an increasing need to analyze the current public cultural hall 
and consider the optimal policy based on the future potential. 
The purpose of this study is to show the direction of the survival index of halls that have already been used for a 
long time. The analysis is divided into three factors: "architectural factors," "urban factors," and "theater legal 
factors." A fact-finding survey will be conducted through hearing surveys, and further analysis will show trends 
in factors that are effective for activation.  
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３.アンケート調査結果による活性化の要因 

 活性化の要因について回答した施設(381 件)の集計結果

を昇順(要因項目別)にグラフ化したものである(図 1)。 
以下の結果を踏まえ、ヒアリング調査にて確認をした。 

４．ヒアリング調査結果  

 ヒアリング調査において、実際に活性化している施設

の「活性化の要因」について調査を行なった。明らかに

なった「活性化の要因」、「今後さらに活性化するための

要因」、「活性化を阻害する要因」、「一般論としての活性

化の要因」活性化している施設の実態を把握する。 

 

4.1 実際に活性化している施設の活性化の要因 

 活性化の要因についての主な意見をまとめた(表 3)。 

(1)建築計画的要因 

・施設規模が適切で、お客さんとの距離が近い。 

・運営方針や地域特性を考慮した建築計画である。 

 (2)都市的要因 

・駅から近く、交通の便が良い(電車、車、バス等)。 

・周辺類似施設と住み分けができている。 

(3)劇場法的要因 

・自主事業を頻繁に行うなど、稼働率が高いことで施設

を利用する機会が多い。 

・地域団体や教育団体などと連携を行うことで事業の質

が向上している。 

4.2 今後さらに活性化するための要因  
 今後さらに活性化するための要因についての主な意見

を以下にまとめた。 

(1)建築計画的要因 

・定期的な設備・機能の更新、定期的な保守点検を行う。 

・バリアフリー化やユニバーサルデザインへの対応。 

 (2)都市的要因 

・街全体の活性化につながる事業や計画を展開する。 

・駐車場を施設規模や公演に対して適切な大きさにする。 

・若中年層の取り込み (利用者の多くが高齢者のため)。 

(3)劇場法的要因 

・教育、地域、芸術団体との連携事業により、自主事業

の質の向上を図り、利用者の幅を広げる。 

・ニーズの変化への対応や、HPなどの広報活動を強化。 
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図１ アンケート調査による活性化の要因 

表 3 実際に活性化している施設の活性化の要因 
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4.3 活性化を阻害する要因  
活性化を阻害する要因の主な意見を以下にまとめた。 

(1)建築計画的要因 

・築年数が多く、老朽化によって利便性が悪い。 

・バリアフリー化が行き届いておらず、利便性が悪い。 

(2)都市的要因 

・地域特性に合わない立地、交通の便が悪い。 

・地域の人口減少による利用者の減少。 

・若者の利用者が少なく高齢者の利用者が多いため、将

来性に不安がある。 

 (3)劇場法的要因 

・自主事業を行っていない。 

・事業の質の向上に対して積極的に取り組んでいない。 

・施設の自主的な活動に対して、金銭面が障害になる。 

4.4 一般論としての活性化の要因  
 運営している施設だけでなく一般論としての活性化の

要因についての主な意見を以下にまとめた。 

(1)建築計画的要因 

・事業や演目に合ったホールの規模や形態。 

・運営方針や地域特性を考慮した、恒常的に滞在できる

建築空間がある。 

(2)都市的要因 

・若者、高齢者の利用が多い。 

・地域特性に合った公共交通機関からのアクセスがしや

すい立地。 

・人口比率にあったホール規模。 

(3)劇場法的要因 

・自主事業を積極的に行うことや、利用者ニーズに応え

ることで、館としての方向性が確立している。 

・目的の有無に関わらず自然と人が集まることのできる

空間、雰囲気づくり。 

・稼働率が高く、施設を利用される機会が多いことで、

施設が認知される。 

・教育、地域、芸術団体との連携事業により、自主事業 

の質の向上を図り、利用者の幅を広げる。 

５.都市的要因の分析 

5.1 都市分類 
都市分類をするにあたり国土交通省の定めた地方圏を

構成する都市の分類参考文献5)によって都市の特性を8つに分

類する。本研究ではヒアリング調査施設のみを対象とす

るため比較ができるよう大きく3つの分類で比較していく

(表 4)。 

表 4 都市の特性分類 

5.2 交通の便と駐車台数  

交通の便と駐車台数のデータによる傾向とヒアリング

結果を照らし合わせ、以下のことが明らかになった(表 5）。 

・大都市の施設は駅から徒歩 10分圏、駐車台数は少ない 

・中心都市、ベッドタウンでは徒歩 10 分前後、駐車場保

有施設は 300 台前後 

・駅に近い施設は周辺の駐車場と連携している場合もあ

るため周辺駐車場の数も影響する 

・大都市では駅の近さ、中心都市やベッドタウンでは駐

車台数を重視していた 

表 5 交通の便と駐車台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 一席あたりの人口 

一席あたりの人口のデータによる傾向とヒアリング結

果を照らし合わせ、以下のことが明らかになった(表 6）。 

・大都市では 1次エリアで 1席当たりの人口が 20人以上 

・大都市の施設では 3次エリアで施設数が増えている 

・ベッドタウンでは施設数も人口も少なく、大都市より

も他の施設を意識していない 

・大都市では施設も人口も過密になるため他の施設の影

響を受けやすい 

表 6 一席あたりの人口 

5.4 施設周辺の人口密度  

施設周辺の人口密度のデータによる傾向とヒアリング

結果を照らし合わせ、以下のことが明らかになった(表 7）。 

・大都市は中心都市やベッドタウンほど範囲によって人

口密度は変動しない 

・ベッドタウンの施設は施設周辺に人口が集中している 
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・席数の多いホールほど人口密度に影響を受ける 

・人口減少の声が上がった施設 Jと Qは大都市の中でも人

口密度が大都市の中でも低い 

表 7 施設周辺の人口密度 

5.5 施設周辺の年齢別人口割合 

施設周辺の年齢別人口割合のデータによる傾向とヒア

リング結果を照らし合わせ、以下のことが明らかになっ

た(表 8）。 

・ほとんどの施設周辺で高齢化が進んでいる 

・中心都市、ベッドタウンでは大都市よりも 2 次、3 次エ

リアで 35%以上の施設が多い 

・高齢者利用の多いと回答した施設周辺の高齢者人口割

合は高い 

・地域分類によっての差はそこまで大きく無い 

・大都市の方が若者が多いという意見が得られるのは若

者の活動圏にが大都市に集中しているからではないかと

考えられる 

表 8 施設周辺の年齢別人口割合 

5.6 都市分析まとめ  

ヒアリング施設のデータ、ヒアリング結果を照らし合わ

せた結果以下のことが明らかになった。 

・大都市では駅からの近さ、中心都市、ベッドタウンで

は周辺駐車場も含めた駐車台数を重視している 

・大都市の施設が他施設を意識するのは施設数が多いか

らである 

・ベッドタウンの施設周辺には人口が集中している 

・年齢別人口割合は都市分類で大差はない 

６.公立文化ホールにおけるコモンスペースの分析 

6.1 コモンスペースの分類項目 

ヒアリング施設における CSを平面図、ヒアリング時の写

真などをもとに、CSごとに規模、エントランス位置であるか

の有無、廊下との関係、動線の通り方、CS同士の連結、CS

に接続する空間、CSと接続する空間の透過性、置かれている

家具に分類をする(表 9)。 

表 9 CS の分類項目 

6.2 ヒアリング施設におけるコモンスペースの類型  

 ヒアリング施設における CS を分析した結果以下のよう

に分類することができた(図 2)。 
まず、CS と他機能の接続分類では、他の機能に対し、

どのように CS が展開されているかに注目し、分類を行な

いその結果 10 の類型が得られた(表 10)。どの機能とも接

続せず廊下と接続する CS がみられた(①)。これは他機能

とは接続していないが他の CS との接続していた。ホワイ

エと接続 CS では全て壁で仕切られ隣りあい、ロビーの待

合の役割を担っていた(②)。特定用途諸室がとの接続で

は廊下と接続し、ガラス、壁で仕切られた CS(③-1)、廊

下を挟んでガラス越しに向かい合う CS(③-2)がみられた。 

表 10 CS と他機能の接続分類 
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誘引機能との接続では廊下と接続し機能内に CSがあるも

の(④-1)や廊下がなくガラス越しに接続しているものが

みられた(④-2)。次に 2つの機能と接続している CSでは

CS が一方の機能に内包され、もう一方の機能に対し壁か

ガラスで接続している形がみられた(⑥)。ホワイエ、誘

引機能内に CSがあり外部空間が接続している場合(⑥-1)

の壁面はガラスであったが外部空間に CSがある場合では

ホワイエとの間は壁で仕切られ、誘引機能はガラスで仕

切られる形となった(⑥-2)。また、CSが 2つの機能を連

結させている形もみられた(⑦)。3つ以上の機能が接続す

る CS(⑧、⑨、⑩)では、基本的に⑥の形の組み合わせで

構成されているが⑨においては屋外空間が機能同士の連

結を担っていた。 

 次に CS 同士の接続分類では、同一階接続(⑪)と上下階

接続(⑫)の 2 つの類型が得られた(表 11)。また、さらに

同一階接続では廊下を挟んだ間接接続(⑪-1)と隣り合う

直接接続(⑪-2)、ガラスを挟んだ接続(⑪-3)がみられ、

上下階接続では開かれた CS 同士の接続(⑫-1)、開かれた

CSと閉じた CSの接続がみられた(⑫-2)。⑫-1では同ホー

ルと接続しており、ロビーの役割にもなる CS が積層され

ている形となっていた。 

表 11 CS 同士の接続分類 

6.3 コモンスペースの建築的要素と付属的要素  

 ヒアリング施設の CS において建築的要素と付属的要素

に誘発されて起こる人の行為が施設見学の結果、以下の

項目が共通して挙げられた(表 12)。 

 建築的要素ではガラス面付近は明るいため昼間は人が

集まりやすく、外を向くように家具も配置されていた。

また、施設Rでは階段がイベント広場に面する形で展開さ

れておりイベントの際は客席の代わりの役割を担ってい

た。幅の広い階段だと通行だけでなく留まる場所にもな

ることが分かった。 

 付属的要素ではベンチ・ソファが最も多く見られた。

机椅子はベンチ・ソファに比べて長時間滞在する様子が

見受けられた。また、施設独自の付属要素としては施設 E

では防音の CS があり楽器などの大きな音を出せる環境が

あった。施設 R ではイベントスペースとして使える CS に

はキャットウォークなどの設備があり、劇場の要素が日

常で垣間見えるような形で見ることができた。 

表 12 CS の建築的要素と付属的要素 

図 2 ヒアリング施設の CSの類型 
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6.4 コモンスペースの提案 
 ヒアリング施設の利用実態や本来の計画と運用後の齟

齬などをふまえ、コモンスペースの計画への提案として

以下の 6 つを提案する。 
(1)CS の連続 

類型⑥のような CS を連続して配置することで連続した

にぎわいを生む。隣合わずとも重なり合うことで異なる

機能を目的とした来館者が連続した空間に集まることに

なる。吹き抜けに対して集約することで互いの様子を伺

える CSや待合ロビーのような空間が連続する CSができる。 

(2)管理事務室の配置 

ヒアリングなの中で多く挙げられた、目が行き届かな

いため解放できていないという意見に対し、管理事務室

の積層化や吹き抜けを中心に CS を展開し吹き抜けに対し

て管理事務室を配置することで目が届く範囲が広がるこ

とで解消できる。また、管理事務室から離れた施設RのCS

は人通りが多い場所であることから設置ができていると

考えられ、地域の方も見守る人であると捉えることがで

きる。見守る人をスタッフだけでなく大きく捉えること

で CS 設置場所の幅が広がり、地域と一体となり作ってい

く施設になる。 

(3)滞在時間を考慮した計画 

ハイテーブルとローテーブル+椅子ではそこで行われる

行為や滞在時間が異なる。管理面でも滞在時間の短い場

所の管理はあまり必要がなく、滞在時間が長くなるよう

な場所については管理をするという形でメリハリのつい

た運営ができるため、滞在時間を考慮した計画をする。

また、現状使われていない場所もこのように考え、家具

等を配置することで利用される可能性が生まれる。 

(4)大きな空間と小さな空間 

大きく吹き抜け人の動線と交わる開放的な空間と、天

井があり落ち着いた雰囲気で勉強や読書ができる空間を

両立することで誰もが居場所を見つけやすい施設になる。 

(5)施設活動の表出 

イベントスペースにある設備が日常的に見えている、

練習室での活動が外からよく見えることなど、活動が想

像できるような要素を日常に表出させることで催しが目

的ではなかった来館者に催しのへ興味を持ってもらう。

ポスターやちらしだけでなく目を引くような形で表出す

ることで興味を持ち、使いたいと感じてもらう。 

(6)CS 数の管理 

普段は誰でも利用できる CS でも、催しがある場合は解

放できないという声も多く挙げられた。常に居場所のあ

るカフェの設置や、解放できない日には空いている他の

諸室を開放するなどの施設全体で CS の数を管理すること

で居場所のある施設として認識されふらっと立ち寄る人

が増えることが期待される。 

７.まとめ 
 本研究全体を通して公立文化ホール活性化について以

下のことが有効であると考えられる。 
(1)建築計画的要因 
・目的がなくとも滞在できる CS を作り、地域の居場所と

して認識されること 
・様々な大きさで使える市民活動の場所があること 
(2)都市的要因 

・土地の主要交通手段や周辺にあるパーキングの数に応

じて駐車台数を設定すること 

・周辺の年齢別人口などを把握し、事業やバリアフリー

化などの施設整備を行うこと 

(3)劇場法的要因 

・地域の人々のニーズを把握し運営を行うこと 
・様々な団体と連携をし、事業の幅を広げること 
・運用後使われにくい諸室は新たな使い方の提案や自習

室としての解放などを行うこと 
・施設だけでなく施設を起点とした地域の活性化に貢献

すること 
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